
3 指導監督業務について
（1） 設置届について

「届出」とは、「行政庁に対し、一定の事項の通知をする行為（申請に該当するものを除く。）であって、
法令により直接に当該通知が義務付けられているもの（自己の期待する一定の法律上の効果を発生さ
せるためには当該通知をすべきこととされているものを含む。）」をいう（行政手続法第2条第7号）。有
料老人ホームの場合も事業者の届出に対し自治体に諾否の判断を行う権限はなく、事業者が届出の通
知をすれば手続としては完結する。

老人福祉法第29条第1項では、老人を入居させ、何らかのサービス提供を行う（または予定する）もの
は有料老人ホームであり、有料老人ホームは行政へ届出しなければならない、と定義づけている。しか
し一部の事業者には指導指針への不適合などを理由として、届出を行わないものが存在する。

厚生労働省が平成30年3月に公表した「第9回 有料老人ホームを対象とした指導状況等のフォロー
アップ調査」結果では全国に1,046か所の未届有料老人ホームがあるとされており、入居者保護の観点
でもこれらの届出が喫緊の課題となっている。

各自治体においては、有料老人ホームの判断基準や未届有料老人ホームの届出について、設置者や関
係機関に周知を徹底する必要がある。

また、多くの自治体では、届出手続きの前に「事前協議」という準備手続きを置き、ここで提出書類の
修正を求めるなどしているのが実態である。

さらに、自治体によっては届出の手続き等について、条例で「老人福祉法施行細則」を定めるなどして
いる。

届出事務に関連して、老人福祉法施行規則第21条の2では、全国有料老人ホーム協会の厚生労働大臣
に対する協力として、法第29条第1項及び第2項の規定による届出並びに同条第9項の規定による報告
の徴収について、全国有料老人ホーム協会に協力させることができる、としており、事務手続き上で必
要があれば、適宜活用されたい。

2　指導上の留意点　　　　　　　　　　　　　　　　　　※H30.4 厚生労働省・標準指導指針
（1）有料老人ホームの定義の周知

老人福祉法（昭和38年法律第133号）第29条第1項において、有料老人ホームとは、①老人を
入居させ（以下「入居サービス」という。）、②当該老人に対して「入浴、排せつ又は食事の介護」、

「食事の提供」、「洗濯、掃除等の家事」又は「健康管理」の少なくとも一つのサービス（以下「介護等
サービス」という。）を供与する施設として定義されている。

従って、同項の規定に基づく「届出」の有無にかかわらず、入居サービス及び介護等サービスの
実施が認められるものは、すべて有料老人ホームに該当するものとして取り扱うこととなる。
（中略）
また、「届出」とは、一定の基準に該当するかどうかを判断した上で実施する「認可」や「指定」と

は異なるものであるため、入居サービス及び介護等サービスの実態が認められるものについて
事業者から届出があった場合に、都道府県等において受理を拒否することの裁量の余地はない。

以上の内容を事業者に対して周知し、必要に応じて届出を求めることをお願いしたい。
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◇資料24　老人福祉法・同法施行規則上の届出書類・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P119
◇資料25　老人福祉法施行細則（横浜市）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P120
◇資料26　老人福祉法施行細則（茨木市）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P121
◇資料27　有料老人ホーム設置に関する手続きフローチャート（名古屋市）・・・・・・・・・・・・・・・・・ P122
◇資料28　有料老人ホーム事前相談手続きについて（東京都）・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P123
◇資料29　有料老人ホーム届出に係る事務取扱要領（東京都）・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P127
◇資料30　有料老人ホーム設置届受理通知書（名古屋市）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P130
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（2） 未届有料老人ホームへの対応について

届出を拒否する事業者の中には、自身は居住契約のみを締結する者であって、サービス提供は入居者
の選択に基づき外部の事業者が行うものであり、自身は届出を行う義務がない、とするケースがある。

これに対し厚生労働省通知では、入居契約を行う者とサービス提供を行う者が異なる場合でも、事業
者間の斡旋や紹介等を含み、入居者にとってこれらが一体的に行われていると認められるものは届出
が必要としているので、事業の実態を把握したうえで判断を行う必要がある。

なお、各自治体において有料老人ホームの該当判断基準や施設状況確認票などが策定・運用されてい
るので、未実施の自治体は参考にされたい。

指導指針は一義的に、地方自治体の指導監督上の基準である。しかしながら、事業者の中には「指導
指針に適合しない部分があるため届出できない（しない）。」、また「届出を行わなければ指導対象となら
ない。」と考えるものが存在する。さらに自治体職員の中にも、「届出の強制力がない。」との誤認が見ら
れるが、これらはいずれも認識不足であり、たとえ指導指針に適合していないホームであっても、老人
福祉法第29条第1項に該当する事業はすべて有料老人ホームとして、届出をさせ、改善に向けた指導監
督を継続的に行わなければならない。

また、複数の法人により一体的な共同運営が行われており、どちらを主たる契約当事者と判断するこ
とができない場合でも、そのいずれもを設置者として届出させることが可能である。

さらに、再三の指導にも係わらず届出を行わない設置者は、老人福祉法第40条第一号に基づき罰金刑
の対象となる。

2　指導上の留意点　　　　　　　　　　　　　　　　　　※H30.4 厚生労働省・標準指導指針
（3）有料老人ホームの届出の徹底

老人福祉法に規定する有料老人ホームに該当するにもかかわらず、廊下の幅員等が指導指針
に適合しないことを理由に有料老人ホームの届出が行われない場合があるが、指導指針に適合
しなくとも届出義務がある。

また、届出を行っていない有料老人ホームに対する指導に際して、複数の法人が協同して一体
的な経営を行っている場合については、必ずしも特定の一の法人を設置者として扱わなければ
ならないものではなく、複数の法人がいずれも設置者に該当するものとして取り扱って差し支
えない。

老人福祉法の観点からは、重要事項の説明や情報開示など有料老人ホームの運営が適切に行
われることが重要であり、事業者に対して指導の徹底をお願いしたい。
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①未届有料老人ホームの把握

未届有料老人ホームの把握については、各自治体において日常的な努力が行われている。
例えば、地域包括支援センター等に情報提供を求める、介護保険担当課や建築部局、消防部局、生活保

護部局から情報を得る、など以下のような能動的な取り組みも進んでいる。特に生活保護部局では社
会福祉各法に基づかない施設・事業所の一覧を作成している場合があり、ここから情報を得ることもで
きる。
◎未届有料老人ホーム把握の取組例

●地域包括支援センターや生活保護担当課など、広く照会・連携し、その把握に努めている。
●�毎年、生活保護担当課のほか、各地域包括支援センターから未届有料老人ホームの情報収集をして

いる。平成30年10月1日時点、本市では未届有料老人ホームは存在しない。
●建築部局、消防部局から情報提供を随時受け付けている。
●政令市及び事務権限委譲市との連絡会開催により、情報共有を図っている。
●�消防局(防火対象物の用途区分)・福祉局保護課（貧困ビジネス規制条例）・特定施設公募不選定施設、

その他随時情報提供からホームに該当すると思われる施設の情報提供を受けている。
●�介護保険事業所の指定申請において、高齢者住宅等と同一建物であることが把握できた場合は聞

き取りを行い、必要に応じて届出の指導を行っている。また、ケアプラン点検等で同一所在地の利
用者が複数いる場合においても聞き取りにおいて確認している。

●�生活保護のケースワーカーが未届有料老人ホームを紹介してしまうため、ケースワーカーに有料
老人ホームの定義を教える。そうするとケースワーカーからの情報提供もある。

※以下、本書において●印は自治体の意見

②有料老人ホームの判定

有料老人ホームの判定について、厚生労働省は以下の考え方を示している。ここでは、高齢者を入居
させて何らかの役務を提供するものは有料老人ホームであり、有料老人ホームは届出をしなければな
らないため、仮に指導指針に不適合の状態だとしても、自治体はその届出を拒否できない、としている。

また、老人福祉法第29条第1項の「老人を入居させ」の解釈として、高齢者以外の者も当然に入居でき
るものは有料老人ホームには当たらないが、
◇入居要件では老人以外も入居できるとしつつ、意図的に老人を集めて入居させているものについて

は施設全体について
◇共同住宅や寄宿舎のように老人とそれ以外の者が混在して入居しているものであっても、施設の一

部については専ら老人を入居要件とするものについては当該老人が利用している部分について、
それぞれ、入居する高齢者の人数に関わらず、有料老人ホームとして取り扱う、とされていることに
注意が必要である。

他方で、有料老人ホームかどうかの判定においては、以下のように判断に迷うケースも見られる。
◎有料老人ホームの判定の事例

●併設する介護保険居宅サービス事業所との間でサービスの提供主体があいまいになっている。
（ホームのサービスか居宅サービス事業所のサービスか）あるいは実際にはホームのサービスなの
に居宅サービス事業所のサービスだと抗弁される場合があり対応に苦慮している。

●未届有料老人ホームは介護保険事業所を併設しているが、そこが訪問介護で入っているところが
有料老人ホームのようで、市町村に情報提供依頼しそれをもらって、高齢者の施設状況確認表を送
り、有料老人ホームの要件、見守り、食事など提供しています、という自己記入表を書いてもらって
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有料老人ホームかを判断する。
●食事の提供が一体かどうかでもめたケースがあり。契約書上、入居者はその会社を使って食事の

提供をしてもらい、費用はいったんホームに支払うという形だったので、これは一体のサービスと
の判断を行った。

ホームに介護保険居宅サービス事業所が併設される場合、介護保険制度による介護給付とホームが
独自で提供するサービスが区分され、その費用を受領しているのか、といった点がポイントになる。そ
のためにはまず居宅サービス事業所のケアプランとサービス提供記録とを突合し、ホーム独自のサー
ビスの実施や費用について検証することも有効と考えられる。その際は、介護保険課との連携も必要
となる。

また、食事の提供は外部事業者が行うとしても、入居契約上で食事を提供することとしているか、設
置者と給食事業者との契約関係はあるか、等の確認を行い、さらに食堂を設置していれば営業許可等の
主体は誰か、等を確認する必要がある。

自治体の中には、有料老人ホームに該当するかどうかの判定基準を持つところがあり、さらに判定の
ための状況調査票を作成しているところがあるので、参考にされたい。

2　指導上の留意点　　　　　　　　　　　　　　　　　　※H30.4厚生労働省・標準指導指針
（4）有料老人ホームの特定

有料老人ホームの届出が行われていない場合にあっては、都道府県等においては、その施設が
有料老人ホームに該当する旨を設置者に対して通知するなどの方法により、有料老人ホームで
あることを特定した上で、指導を行うことも有効である。届出が行われていない場合であって
も、有料老人ホームに該当する事業については、老人福祉法に基づく命令や罰則の適用が可能で
あるため、設置者に対してその理解を促す観点からも、有料老人ホームであることの特定は必要
である。

また、介護保険法の住所地特例の規定など、他の法律においても、有料老人ホームであること
を前提とした制度があることから、これらの業務の明確化を図る上でも、適切に有料老人ホーム
の特定を行うことが必要である。

◇資料31　有料老人ホーム該当・非該当判断基準（大阪府）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P132
◇資料32　有料老人ホームの判断基準（川崎市）・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P133
◇資料33　有料老人ホーム該当施設判断基準（愛媛県）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P134
◇資料34　高齢者施設状況確認票（八王子市）・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P136

3　指導監督業務について114



③届出指導

未届の施設が有料老人ホームに該当することが判明した場合、設置者に対して届出を行うよう指導
を実施することとなる。このためには設置者に理解を求め、場合によって事務手続きを簡素化するな
どしつつ、未届有料老人ホームが法令違反であることを認識させる必要がある。

自治体によって、届出に向けた様々な取り組みが行われている。
◎届出指導の事例

●�設置者に対して速やかに届出するよう指導。これより一定期間届出がなく催告にも応じない場合、
立入検査対象とする。

●未届有料老人ホームについては事前協議不要としている。
●建築住宅及び消防担当部局と連携し、情報が入り次第調査し、届出を促している。
●�未届有料老人ホームの疑いのある住宅等に関する情報提供があった場合は、設置者に対し調査票

の提出を求める。その結果、有料老人ホームに該当すると確認できた場合は、現地調査を実施する
とともに、建設局、消防局の関係する部局（以下関係機関という）あてに情報提供を行う。その際、
関係機関に対し、不適合事項について、必要な指導を依頼する。不適合事項については、関係機関
と協力体制を構築し、継続的な指導を行う。入居契約書、管理規程及び重要事項説明書について、
標準の様式をホームページに掲載し、それらを修正することで速やかな設置届の手続きが行える
ようにする。

●�県の関係機関や市町村に情報提供を依頼し、未届有料老人ホームを把握次第、電話や面談により届
出指導を行うとともに、把握済みの未届有料老人ホームには、「有料老人ホーム該当通知」を送付
し、設置届の手続を行うよう指導している。
・�事前協議に当たり契約書、管理規程、事前協議書における提出書類のひな型をいくつかセットに

して県のホームページに掲載した。誰もが事前協議書類を作れる状態にした上で、必要に応じ
て、実際に立入をして、一緒に書類を書いたりして提出を依頼している。行政からの支援、国の通
知とか、事故があった時にも声がかけられるなど、行政が携わることでメリットがあるという説
明の仕方をして、心のハードルを下げてもらえるようにしている。

・�不適切な運営が疑われる未届有料老人ホームに対しては、現地確認を行ったうえで、直接届出の
指導を行っている。

●�設置届、提出書類のリスト、重説の書き方を丁寧に説明し、決算書、法人の定款など現場で用意して
もらえる書類はその場でもらう。設置届も押印してもらうだけにしてその場で印鑑をもらう。

●�未届有料老人ホームに毎年立入検査を行い、届出するよう指導している。また毎年、「未届ホーム
相談週間」を開催している。
・平成28年度末、平成29年度末に実施
・起案時点で県において未届有料老人ホームと認識している施設(設置者)へ届出等について説明
・説明内容

①老人福祉法における届出義務
②県による指導が目指すもの(老人福祉の向上)
③県指針・住所地特例制度等概要
④届出必要書類一覧、等を説明。

・施設設置者に来庁を依頼するほか、必要に応じ先方事務所へ訪問
・年中対応はしているものの、「相談週間」として特別感を出し、施設側の抵抗感を軽減した。
・相談週間の結果、複数施設から届出を得た。
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未届有料老人ホームの届出に際して、法令に基づく届出書類の簡素化を求める自治体の意見もある
が、通常の届出を行う設置者との公平性を確保しなければ、むしろ未届有料老人ホームを助長する懸念
がある。未届かどうかにかかわらずすべての設置者が設置届を行う際の必要書類を全般的に見直すか
どうかは課題である。

また、指導権限を行使する上での課題として、以下のような自治体の意見がある。
◎届出指導上での課題

●�消防基準を満たしていないホームであっても、経済的な事情等から他に行き場の無い入所者を受
け入れているホーム等の場合。

●建築基準法や消防法上の重大違反が見つかった場合の対応。

届出に向けた指導上でこうした法令違反が発見された場合は、担当部局と連携を図り関係法令での
指導や処分の検討を行いつつ、状況に応じて老人福祉法上の改善命令や事業停止命令も検討すべきで
ある。いずれにせよ、法令を遵守しない設置者によって、入居者の安心・安全が損なわれる重大な事態
が起こらないよう、自治体には迅速な対応が求められる。

④関係部局との連携

未届有料老人ホームの届出を促進する取り組みの中には、「関係部局との連携」がある。有料老人ホー
ム所管部局だけでなく、他法令に基づく指導権限を有する部局との連携は、届出を求める上で効果的と
なる場合がある。

具体的には、次のような取り組みが進められており、参考にされたい。
◎関係部局との連携の事例

●サービス付き高齢者向け住宅所管課と必要に応じて情報共有している。
●�疑問点については、関係部局に、その考え方、意見等を聴きながら進めている。また、年度当初には、

指導担当課と施設所管課が合同で、連携のあり方、法令の改正状況に関する情報等についての打合
せ会を行っている。

●�住宅部局とは、日頃からサ高住における苦情等の情報共有を図るとともに、事業開始後6か月並び
に3年経過した施設への立入検査を合同で実施している。また、消防部局とは、施設内の消火設備
や緊急時の対応について再度確認する旨を記載したリーフレットを配布し、引き続き安全性の確
保に努めるよう連携を図っている。

●定期的な担当者会議の開催等。
●�サービス付き高齢者向け住宅の登録窓口である住宅政策課と情報共有を行い、立入検査を同時に

実施している。
●�福祉関連施設等における防災対策連絡会議を行い、消防局・福祉部局・建設部局間で連携した情報

共有を行っている。

◇資料35　有料老人ホームの設置届に係る関係部局等との連携について（群馬県）・・・・・・・・・・・・・・ P139
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⑤届出指導上の困難事例

未届有料老人ホームに対して届出を求める上で、「未届有料老人ホームへの指導に強制力がない。」な
どと誤認する自治体がある。
◇届出指導上の課題

●入居者の実態把握、運営実態の把握が困難である。
●�施設の運営状況を知るための書類提出依頼の根拠となる法令がないため、書面での依頼が困難で

ある。
●�設置届という届出制であるため、事業者が強固に有料老人ホームではないと主張した場合（食事や

介護のサービスを一体で行っていないなどの主張）、県として未届有料老人ホームとして整理する
のか、有料老人ホームではないと整理するのか判断が難しい。

有料老人ホームに該当することが確定していない段階では、老人福祉法の立入調査権限は及ばない。
しかしながら消防部局や建築部局との連携等を通じてサービス提供などの実態を探知・把握し、有料老
人ホームに該当すると判断した場合には、未届有料老人ホームであっても、老人福祉法に基づき立入検
査を行う権限が自治体にあることを設置者に理解させ、法令違反の解消に向けて必要な指導を行う必
要がある。

未届有料老人ホームへの対応に関する指導ルールを策定している自治体は複数あるが、中には、未届
有料老人ホームの届出指導要領を定め、再三の指導に関わらず届け出を行わない場合は老人福祉法違
反として罰則規定の適用を行うことを明記しているものがあり、参考にされたい。

ただし、届出の促進を図る上では、なお自治体から次のような課題が挙げられている。
◇事業形態上の課題

●�設置者が、「契約上宿泊サービスであり、利用者が自宅に何か月かに1回の頻度で帰宅する。」と主張
する場合等。入居サービスの提供と判断するのか困難な事例があるが、利用者数や利用日数等を
勘案し、状況に応じて判断している。

●�無料低額宿泊所等の類似施設との判別が難しい場合がある。

未届有料老人ホームの中には、「宿泊サービスであり有料老人ホームに該当しない。」と主張する場合
があるが、その場合には旅館業法上の許可が必要である。また、無料低額宿泊所の定義については、現
在厚生労働省において検討が進められている。

●老人を集めて入居させていることが、「意図的」であるかどうかを判定する際の具体的基準。
●�既存の有料老人ホームにおいても、65歳未満の入居者を受け入れている場合があり、有料老人

ホームとして取り扱うことが妥当であるかの判断に困る場合がある。
●�若年者層が入居している場合の対応。
●�有料老人ホームの要件である役務提供について、系列の別法人が利用者と個別に契約していると

してホームに該当しないとする事業者が多い。契約書内容や系列法人のサービスをあっせんする
などの実態が把握できないと、ホームであると断定できない。

●�有料老人ホームの判断基準が明確化されているが、それでも尚、判断の難しい事例が存在している
と考えられる。市や担当者レベルで判断が異なる可能性もあるため、他市において疑義が生じた
事例を共有し、全国的な意思統一を図りたい。

提供されるサービスが設置者とは別の法人により提供されている場合は、契約内容とを確認し、当該
別法人を設置者として届け出をさせることも考えられる。
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◇資料36　未届有料老人ホームに対する届出指導要領（愛媛県）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P140
◇資料37　未届有料老人ホーム調査フロー（大阪府）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P142
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◆資料24　老人福祉法・同法施行規則上の届出書類
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関係資料 ①
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◆資料25　老人福祉法施行細則（横浜市）
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◆資料26　老人福祉法施行細則（茨木市）
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◆資料27　有料老人ホーム設置に関する手続きフローチャート（名古屋市）
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◆資料28　有料老人ホーム事前相談手続きについて（東京都）
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★ 関連様式
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◆資料29　有料老人ホーム届出に係る事務取扱要領（東京都）

3　指導監督業務について 127



132 
 

3　指導監督業務について128



133 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3　指導監督業務について 129



134 
 

 
 

 

◆資料30　有料老人ホーム設置届受理通知書（名古屋市）
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例

健介保第○○－○○号

平成 年○○月○○日

株式会社ＡＢＣＤＥ  
代表取締役 ＡＡ ＢＢ 様  

 
名古屋市長 河村 たかし  

 

有料老人ホーム設置届受理通知書  
 

平成 年○○月○○日に提出された老人福祉法（昭和 年法律

第 号）第 条第 項の規定に基づく有料老人ホームの設置届に

ついては、下記のとおり受理しましたので通知します。

１ 施設の名称

ＥＤＣＢＡ

２ 施設の設置所在地

名古屋市緑区○○町○○番地

３ 設置しようとする者の氏名及び住所又は名称及び所在地

氏名（名称） 株式会社ＡＢＣＤＥ 代表取締役 ＡＡ ＢＢ

住所（所在地） 名古屋市中区○○町○○番地

４ 事業開始予定年月日

平成２９年○○月○○日

◇資料 １ 有料老人ホーム該当・非該当判断基準（大阪府）

市

長

印
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◆資料31　有料老人ホーム該当・非該当判断基準（大阪府）
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◆資料32　有料老人ホームの判断基準（川崎市）
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◆資料33　有料老人ホーム該当施設判断基準（愛媛県）
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未届け有料老人ホームの実態把握について【お願い】

八王子市内において、市へ届出を行わず、有料老人ホームの運営をしている事業者に

対しては、届出を促し、行政との関わりを持ちながら適切な運営に努めていただくよう

指導しております。国が示す有料老人ホームの定義等を改めて周知いたしますので、届

出済の有料老人ホーム施設一覧に掲載がない、未届け有料老人ホームと疑われる施設に

ついて情報等お持ちでしたら、実態把握及び指導の為の情報提供のご協力をよろしくお

願いいたします。

有料老人ホームの定義等について

○老人を入居させ（入居サービス）、当該老人に対して「入浴、排泄又は食事の介

護」、「食事の提供」、「洗濯、掃除等の家事」又は「健康管理」の少なくとも一つ

のサービス（介護等サービス）を供与する施設のことをいいます。（老人福祉法

第２９条第１項）

○入居サービス事業者と介護等サービス事業者が別々であっても、両者に委託関係

があったり、経営上の一体性が客観的に認められる施設は、有料老人ホームに該

当するため法律上の届出義務があります。

○共同住宅や寄宿舎のように複数の者が入居する施設で、老人とそれ以外の者が混

在して入居している場合であっても、老人が１人でも入居サービス及び介護等サ

ービスを受けていると、当該老人が利用している部分は有料老人ホームとして取

り扱うことになります。

○規模の大小、建物構造や名称の如何に関わらず、これらサービスを提供する場合

は、すべて届出の必要があります。また、届出の有無に関わらず法律上は有料老

人ホームに該当するのであり、「届出によって有料老人ホームになる」のではあ

りません。届出はあくまで行政手続きへの手続きであり、届出により「有料老人

ホーム」という名称を使用しなければならないわけではありません。

○高齢者住まい法に基づき「サービス付き高齢者向け住宅」の登録をした場合には、

老人福祉法の届出義務は課されません。

※厚生労働省老健局高齢者支援課長通知による（平成２５年５月）

◆資料34　高齢者施設状況確認票（八王子市）
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◆資料35　有料老人ホームの設置届に係る関係部局等との連携について（群馬県）
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◆資料36　未届有料老人ホームに対する届出指導要領（愛媛県）
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◆資料37　未届有料老人ホーム調査フロー（大阪府）
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（3） ホームに対する指導監督方法

①立入検査

有料老人ホームに対する立入検査権限については老人福祉法において都道府県等に付与されてお
り、その実施においては外部へ一部業務委託を行っているところもある。
〇老人福祉法
第29条
11　都道府県知事は、この法律の目的を達成するため、有料老人ホームの設置者若しくは管理者若

しくは設置者から介護等の供与（将来において供与をすることを含む。）を委託された者（以下「介
護等受託者」という。）に対して、その運営の状況に関する事項その他必要と認める事項の報告を求
め、又は当該職員に、関係者に対して質問させ、若しくは当該有料老人ホーム若しくは当該介護等
受託者の事務所若しくは事業所に立ち入り、設備、帳簿書類その他の物件を検査させることができ
る。

また、標準指導指針では、立入検査の実施について次のように規定している。法令の「立入検査」と本
指導指針の「立入調査」は同義である。

立入検査の頻度は、一般的には3年に1回定期検査を実施し、さらに事件や事故、関係者からの通報等
に応じて臨時に実施する方法が多い。

立入検査に関する特徴的な取り組みの中には、開設3か月後、1年後に実施するケースや、初回の検査
を開設3年後に行いその後は5年ごとに実施するケース、等が見られる。

自治体によって、届出ホーム数が多い反面、少ない担当者で業務を回すために、様々な工夫が行われ
ている。立入検査の実施方法、検査先選定の考え方を例示する。

2　指導上の留意点　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ※H30.4 厚生労働省通知
（7）有料老人ホームに対する指導

①立入検査
管内の有料老人ホームについて、定期的な立入調査を実施するほか、必要に応じ適宜調査を実

施されたい。立入調査に当たっては、介護保険担当部局（管内の市町村の介護保険担当部局を含
む。）とも連携を図り、重要事項説明書の記載内容等に照らしつつ、居室の状況や介護サービスの
実施状況等について調査し、必要に応じ、指導指針に基づく指導を行う。立入調査において入居
者の処遇に関する不当な行為が認められたときは、入居者の保護を図る観点から、迅速にその改
善に必要な措置をとることを指導し、又は命じられたい。その上で、再三の指導に従わずに悪質
な事業を続ける場合など、入居者の保護のため特に必要があると認めるときは、老人福祉法に基
づきその事業の制限又は停止を命じられたい。

なお、事業の停止を命じた場合、その他入居者の心身の健康の保持及び生活の安定を図るため
必要があると認めるときは、入居者からの問合せに応じて、当該高齢者に適した諸条件が整った
他の賃貸住宅等のリストを提示したり、入居に必要な公的主体による支援措置を紹介したりする
など、当該入居者に対し、介護等の供与を継続的に受けるために必要な助言その他の援助を行う
ように努めること。

3　指導監督業務について 143



◎立入検査の実施方針の例
●�新規で開設した施設、前回検査から6年経過する施設、通報等があり臨時で検査が必要と判断した

施設。
●�3年に1回全施設に対し、立入検査を実施する。また、設置者が訪問介護事業所や通所介護事業所

を運営している場合、その実地指導に併せて立入検査を実施。
●�入居者、入居者の家族等、施設長等からの通報。事故報告(重大事故・事故対応に問題がある場合な

ど）。集団指導への不参加ホーム。
●�入居者・家族からの通報等があった場合には施設を訪問し、設備や処遇などについて現地確認する

ようにしているが、それだけでは指導監督の実効性が担保できないと判断するときは、法律に基づ
く立入検査を行うこととしている。

●�①開所時検査（施設開所3か月後に行うもの）、②定期検査（3年ごとに行うもの）、③随時検査（入居
者処遇等に関する通報や苦情において、老人福祉法に違反する恐れがある又は入居者の処遇に関
する不当な行為、利益を害する行為に該当する恐れがあるときに行うもの）

●�原則として、3年に1回実施することを規定。（定期立入検査）。随時立入検査は、①通報・苦情・相談
等、②事故報告書、③定期立入検査、④高齢者虐待などの市町村からの報告、より検査を実施する必
要があると判断した場合

●�立入検査実施要項に基づき、3年に1回実施することとしている。また、施設の管理運営、サービス、
入所者処遇等に関する通報、苦情等があった場合で、入所者のために必要があるときは、随時に実
施する。

●�「市有料老人ホーム立入検査要領」に定めている定期立入検査。開設から一年以内に立ち入る実地
検査。そのほかに運営及びサービスが著しく適正を欠くため、入居者の利益に重大な支障を及ぼ
していると疑うに足りる理由があると判断される場合。利用者や利用者の家族又は施設職員など
からの情報共有による。

◇資料38　立入検査実施要領（郡山市）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P146
◇資料39　有料老人ホーム指導及び監査実施要綱（東京都）・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P148
◇資料40　有料老人ホーム立入検査実施要領（沖縄県）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P151

②自主点検表の活用

立入検査を効率的に進める上で、あらかじめ立入検査の対象となる事業者に「自主点検表」の作成・提
出を求め、検査すべきポイントを事前に絞り込んでおく自治体がある。平成30年調査では、事業者にお
ける自主点検表の作成に取り組む自治体は全体の54％あるが、そのうち作成を義務付けているものが
62.3％、報告を義務付けているものは31.9％となっている。

指導監督の効率化の観点で、自主点検表の作成・報告を求めることは有用であり、未対応の自治体は
積極的に取り組まれたい。以下に具体的な活用事例を示す。
◎自主点検表活用の事例

●�事前に自主点検表を提出してもらい、事業者の現状を把握した上で立入検査を実施し、業務の効率
化を図っている。

●�指導上必要な項目をチェックし業務を効率化している。また、事業者の指導指針の解釈に誤りが
無いか確認するための参考としている。

●立入時、確認公務として業務を効率化している。
●�自主点検表を立入検査の際に活用し、指導の効率化を図っている。ただし、通報等に基づく緊急立

入検査を行う際には自主点検表によらず、通報内容の確認を重点的に行っている。

3　指導監督業務について144



◇資料41　自主点検表（大阪府）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P156
◇資料42　自主点検表（鹿児島県）・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P162
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◆資料38　立入検査実施要領（郡山市）
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◆資料39　有料老人ホーム指導及び監査実施要綱（東京都）
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◆資料40　有料老人ホーム立入検査実施要領（沖縄県）
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◆資料41　自主点検表（大阪府）

№１

開設年月日
（ 入 居 定
員 ）
入 居 者 の
年 齢 層

施設所在地

交 通 の 便

できている 一部できている できていない 該当なし

建 物 構 造
耐火建築物(ＲＣ造・鉄骨造)、木造準耐火建築物・その他　   階建、
用途区分 □ □ □ □

他事業所と
の 関 係

デイサービス・訪問介護事業所が併設している場合、明確に区分され
ているか。 □ □ □ □

所 有 区 分
自己所有・賃借物件⇒賃借期間（３０年以上・自動更新・入居者の契
約期間との整合性）、抵当権、根抵当権の設定の有無 □ □ □ □

図面と現状
一致・相違

□ □ □ □

避 難 設 備
消防法令を遵守しているか。２方向避難を確保しているか。

□ □ □ □

消 火 設 備
スプリンクラー・火災通報装置等を設置しているか。

□ □ □ □

緊急通報装
置

居室・便所・浴室・脱衣所等にナースコールを設置しているか。正確
に作動しているか。 □ □ □ □

設備状況（トイレ・洗面・収納・浴室・ナースコール）
□ □ □ □

個室であるか。実有効面積１３㎡以上を確保しているか。
□ □ □ □

一時介護室
２人部屋を設置している場合、一時介護室を設置しているか。

□ □ □ □

廊 下 幅
指針の廊下幅を確保しているか。

□ □ □ □

食 堂
１人当り＠２㎡以上を確保しているか。洗面設備（有・無）

□ □ □ □

浴 室
適当な箇所（10名程度に1カ所以上）を整備しているか。特浴の状況
（有・無） □ □ □ □

ト イ レ
適当な箇所を整備しているか。

□ □ □ □

医 務 室
健康管理室

設置の有無（有・無）
□ □ □ □

談 話 室
応 接 室

設置の有無（有・無）
□ □ □ □

事 務 室
書類の保管状況等

□ □ □ □

宿 直 室
設置の有無（有・無）　　※夜勤体制の場合は設置不要

□ □ □ □

洗 濯 室
衛生管理状況・台数・入居者の使用の有無（有・無）

□ □ □ □

汚物処理室

独立して設置しているか。または。カーテン等で仕切るなど、感染症
防止の対策が講じられているか。 □ □ □ □

エレベーター
２階以上の建物の設置の有無（有・無）、車椅子等の使用に努めてい
るか。 □ □ □ □

修繕・改修の
帳 簿 の 記 録

（指針を満たしていない等の場合）修繕・改修の実施状況を適切に記
録しているか。適正に管理しているか。 □ □ □ □

　２．建物構造

（指針を満たし
ていない場合、
重要事項説明書
又は管理規程に
記入し、適切に
入居者へ説明し
ているか。ま
た、代替措置・
運用が講じられ
ているか。）

チェック項目

居 室

　平成　年　月　日　（　　　　　　人、うち生保者　　　人）

　　　歳～　　　歳（平均年齢：　　　　歳）
１．基本的事項

大阪府有料老人ホーム設置運営指導指針に基づく自主点検表

　有料老人ホーム　

　株式会社

　平成　年　月　日

施 設 名

設 置 者

報 告 年 月 日

報 告 者 職 ・ 氏 名
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№２

できている 一部できている できていない 該当なし

自 立 人

要 支 援 １ 人

要 支 援 ２ 人

要 介 護 １ 人

要 介 護 ２ 人

要 介 護 ３ 人

要 介 護 ４ 人

要 介 護 ５ 人

喀 痰 吸 引 を 必 要 と す る 人 人

経 管 栄 養 を 必 要 と す る 人 人

施 設 長 人 (内非常勤　　　　人) □ □ □ □

生 活 相 談 員 人 (内非常勤　　　　人) □ □ □ □

看 護 職 員 人 (内非常勤　　　　人) □ □ □ □

介 護 職 員 人 (内非常勤　　　　人) □ □ □ □

機 能 訓 練 員 人 (内非常勤　　　　人) □ □ □ □

計 画 作 成 者 人 (内非常勤　　　　人) □ □ □ □

栄 養 士 人 (内非常勤　　　　人) □ □ □ □

調 理 員 人 (内非常勤　　　　人) □ □ □ □

事 務 員 人 (内非常勤　　　　人) □ □ □ □

認定特定行為業務従事者：
号 研 修 、 号 研 修

（1号
人）

（2号

(1号・内非常勤　　　 人)
(2号・内非常勤　　　 人) □ □ □ □

そ の 他 職 員 人 (内非常勤　　　　人) □ □ □ □

人 (内非常勤　　　　人) □ □ □ □

早 出 人 ：　　～　　： □ □ □ □

日 勤 人 ：　　～　　： □ □ □ □

遅 出 人 ：　　～　　： □ □ □ □

夜 勤 人 ：　　～　　： □ □ □ □

人 ：　　～　　： □ □ □ □

□ □ □ □

勤 務 表 等 □ □ □ □

緊急時等の対応体制 □ □ □ □

名　　　　簿 □ □ □ □

収　　　　入 直近　　　　　千円 前年　　　　千円

支　　　　出 直近　　　　　千円 前年　　　　千円

損　　　　益 直近　　　　　千円 前年　　　　千円

収支計画の有無 □ □ □ □

□

そ の 他

緊急時の対応

□

有・無　　計画との相違

勤務表において、職員の属している主体（有料老
人ホーム、訪問介護事業所等）を明確に区分して
いるか。
属している主体について、各職員に周知徹底して
いるか。

５．運営状況 収支の状況

入居者・家族・身元引受人・その他関係機関等
（氏名、入居者との続柄、複数名の家族等の日
中・夜間の連絡先等）の作成。

□ □

有料老人ホーム職員が昼夜を問わず1名以上常勤
しているか（宿直者含む）。

勤 務 体 制

大阪府有料老人ホーム設置運営指導指針に基づく自主点検表

３．入居者の状況

チェック項目

入居者

４．職員の状況

各種状況報告書、関係機関・自治会・家族との連
携体制の整備。迅速かつ適切に対応できるよう
に、緊急時の基準（誰に、どのレベルで連絡する
か）等の作成。

職 員 数

（適切な処遇
を 行 え る 体
制 ）

合　　　　　　　　計
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№３

できている 一部できている できていない 該当なし

契 約 書

入居者等に契約の内容を十分説明し、同意を得ているか。（有料類型、
介護サービス・医療機関の選択性、看取り方針等）
障がい・感染症等を理由に不当な入居拒否をしていないか。
適正に保管されているか。様式を自由に閲覧できる体制にあるか。

□ □ □ □

重要事項説明書

実態とかい離なく、正確に記載されているか。入居者等に重要事項説明
書の内容・トラブルの想定等を十分説明し、同意を得ているか。
適正に保管されているか。様式を自由に閲覧できる体制にあるか。 □ □ □ □

権 利 擁 護

入居者の判断能力が不十分な状態の場合（入居後を含む）、入居者の権
利擁護（成年後見制度を含む）に努めるため、入所申込者又はその家族
に対し、地域包括支援センターや行政機関との調整を図っているか。 □ □ □ □

家 賃                 　　　　　　　　　円 □ □ □ □

共 益 費 等

　共益費　　　　　　  　　 　　円    食費　　　 　　 　 　　　　　円

　管理費　　　　　　 　 　　 　円    その他　　 　　　  　　　　　円

　光熱水費　　　　　 　  　　　円

□ □ □ □

サービス料
金

サービス料金一覧表を作成しているか。
□ □ □ □

一時金の種
類

敷金・想定居住期間等の前払金・その他
□ □ □ □

一 時 金
（ 保 全 措
置 ）

一時金を受領している場合、金融機関等による保全措置がなされている
か。 □ □ □ □

一 時 金
（ 算 定 根
拠 ）

一時金を受領している場合、算定根拠を明示しているか。内容は適正
か。 □ □ □ □

一 時 金
（ 返 還 方
法 ）

解約時の返還方法（クーリングオフを含む）を明示しているか。内容は
適正か。 □ □ □ □

提携医療機
関

内科（　　　　　　　　　 　　） 歯科（　　　　 　　　　　　　　）

協力内容（平時・急変時の対応・訪問の頻度等）

入居者のフェイスシート（入居者基本情報）の有無（有・無）

□ □ □ □

管 理 規 程
作成されているか。希望者が自由に閲覧できる体制にあるか。

□ □ □ □

個人情報保
護

入居者の情報等を適切に取り扱っているか（契約完了後を含む）。適正
に保管しているか。入居者等の個人情報を利用する場合は、文書による
同意を得ているか。 □ □ □ □

財 務 諸 表
希望者が自由に閲覧できる体制にあるか。

□ □ □ □

意 見 箱
　判りやすい場所に設置しているか。

□ □ □ □

保 存 期 間
サービスを提供した日の属する年度末以降最低２年間は保存している
か。また、５年保存に努めているか。 □ □ □ □

介 護 記 録

入居者の状況（健康管理（食事・入浴・水分・排泄・体温・血圧）、
洗濯、清掃等）を正確に記録しているか。適正に保管されているか。 □ □ □ □

一時金、利用料
等 の 受 領 記 録

適正に処理されているか。本人（又は家族）に控えを発行しているか。
適正に保管されているか。内訳を明らかにしているか。 □ □ □ □

預 か り 金

管理規程を整備しているか。適正に保管されているか。（保管場所・方
法、上限額の設定、施設職員複数確認（月1回程度）、入居者・家族確
認（受領印等）） □ □ □ □

事故発生記
録

事故内容を正確に記録しているか。適正に保管されているか。ヒヤリ・
ハットを記録しているか。事例・対応・改善策等を職員間で共有してい
るか。（事故状況・措置・改善策の記録、府・市・国保連等へ報告、入
居者の家族等への連絡）

□ □ □ □

事故防止体
制

事故が発生した際に迅速に対応できる体制にあるか。事故の把握・分析
を行い、再発防止及びリスクマネジメントに努める等の未然防止策を検
討しているか。 □ □ □ □

チェック項目

大阪府有料老人ホーム設置運営指導指針に基づく自主点検表

６．契約書・
管理規程

７．帳簿の
保存状況等
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№４

できている 一部できている できていない 該当なし

苦 情 記 録 □ □ □ □

苦情処理体
制

□ □ □ □

その他掲示物
苦 情処 理体

制
□ □ □ □

設 置 状 況
開 催 状 況

□ □ □ □

構 成 メ ン
バ ー

□ □ □ □

開 催 通 知
議 事 録

□ □ □ □

定員が少人数
で

運営懇談会設
置

が困難な場合

□ □ □ □

消防訓練・
避難訓練の
実 施

□ □ □ □

避 難 経 路
の 確 保

□ □ □ □

消 火 設 備
の 点 検

□ □ □ □

防 犯 設 備 □ □ □ □

防 災 体 制 □ □ □ □

提 供 者 等
事業者名：
（所 在 地 ：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
履行の確認（内容・確認頻度等）

□ □ □ □

朝 食 時 間 ：　　～　　： □ □ □ □

昼 食 時 間 ：　　～　　： □ □ □ □

夕 食 時 間 ：　　～　　： □ □ □ □

メ ニ ュ ー
の 選 択

個人の嗜好に合わせた選択制の有無（有・無）

□ □ □ □

メ ニ ュ ー
の 掲 示

一週間分のメニュー掲示の有無（有・無）

□ □ □ □

個 別 対 応
の 状 況

個人の容体に合せた対応（きざみ食・治療食等）をして
いるか。 □ □ □ □

栄養管理等
カロリー等を適正に供給し、適温を供給しているか。

□ □ □ □

衛 生 管 理

食材の搬入・調理・配膳まで衛生管理を適正にしている
か。（調理施設の点検・参考：大量調理施設衛生管理マ
ニュアル等） □ □ □ □

提 供 者 等

事業者名：
（所 在 地 ：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
履行の確認（内容・確認頻度等） □ □ □ □

提 供 状 況

週２回以上入浴できる体制にあるか。
特浴利用者数（　　　　人） □ □ □ □

提 供 形 態
自己　　　施設職員が介助　　外部ヘルパー介助

□ □ □ □

浴 室 清 掃

毎回清掃
　
循環式の場合
・法定点検、レジオネラ属菌の汚染を確認しているか。
（例：週1回以上換水、年１回の設備点検等）
・浴槽水の残留塩素濃度0.4mg/ℓ以上か。

□ □ □ □

大阪府有料老人ホーム設置運営指導指針に基づく自主点検表

チェック項目

入居者・家族・身元引受人・施設管理者・職員・地域関係者・その他（
）

７．帳簿の
保存状況等

苦情内容を正確に記録しているか。適正に保管されているか。事例・対応・
改善策等を職員間で共有しているか。

通知方法、議事録作成・施設運営への意見の反映・家族へ報告しているか。
８．運営懇談会

地域と定期的に交流しているか。 入居者の家族との連絡体制を確保している
か。 運営懇談会に代わりになるものとして説明を行っているか。

苦情を受け付けた後、速やかに対応できる体制にあるか。

　大阪府の窓口を、見やすい場所に掲示しているか。

運営懇談会を設置しているか。定期的に開催しているか。

１０．サービス
提供・料金

９．非常時対応

食
事

法定点検（例：半年１回機器点検・年１回総合点検）を実施しているか。

消防法に定める避難経路を確保しているか。避難経路に障害物等をおいてい
ないか。

入 浴

定期的に年２回（うち1回は夜間想定）の訓練を実施しているか。

消防署に届け出た消防計画（受領印があるもの）を整備しているか。研修を
実施しているか。ハザードマップ等の入手・家具の転倒防止等の対策・非常
食及び医薬品等の生活必需品の備蓄（職員分を含む）はできているか。

特記事項
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№５

できている 一部できている できていない 該当なし

提 供 者 等

事業者名：
（所 在 地 ：
）
履行の確認（内容・確認頻度等）

□ □ □ □

提 供 状 況
適当な機会を確保しているか。
物干し場あり　　　乾燥機あり □ □ □ □

提 供 形 態
自己　　　施設職員が介助　　外部ヘルパー介助

□ □ □ □

料 金
無料　　有料（　　　　　　　　　　　　　　）

□ □ □ □

提 供 者 等

事業者名：
（所 在 地 ：
）
履行の確認（内容・確認頻度等）

□ □ □ □

提 供 状 況
適当な機会を確保しているか。

□ □ □ □

提 供 形 態
（ 居 室 ）

自己　　　施設職員が介助　　外部ヘルパー介助
□ □ □ □

料 金
無料　　有料（　　　　　　　　　　　　　　）

□ □ □ □

提 供 者 等

事業者名：
（所 在 地 ：
）
履行の確認（内容・確認頻度等）

□ □ □ □

定期健康診
断

年２回以上、定期健康診断（うち1回、胸部X線健診
による結核検診）の機会を確保しているか。

□ □ □ □

費 用
無料　　有料（実費負担・定額）

□ □ □ □

往診の状況
内科　　　　　　　　　　　歯科

□ □ □ □

医 薬 品 等
の 管 理

医薬品及び医療器具等の管理は適切か。施錠のできる
所に保管されているか。 □ □ □ □

提 供 者 等

事業者名：
（所 在 地 ：
）
履行の確認（内容・確認頻度等）

□ □ □ □

頻 度

（日中・夜間）

□ □ □ □

プ ラ イ バ
シーの確保

プライバシーを確保しているか。その方法について、
運営懇談会等により入居者等の意向を確認し、尊重し
ているか。

□ □ □ □

帳簿の記録

安否確認・状況把握・生活相談サービスの内容・入居
者の状況を正確に記録しているか。適正に保管してい
るか。

□ □ □ □

施 設 内 の
清 掃 状 況

□ □ □ □

清 潔 ・ 不
潔 の 区 分

□ □ □ □

汚 物 処 理
状 況

□ □ □ □

貯 水 槽 ・
受 水 槽 等

□ □ □ □

感 染 症
予 防 等

□ □ □ □

汚物処理室等では感染症防止対策を講じているか。汚物ごみ等の運搬にあ
たっては、動線や時間帯について衛生面に配慮しているか。

貯水槽（有効容量が10㎥以上）を使用している場合、年1回の法定点検と
清掃を行っているか。

事例・改善策等を職員間で共有しているか。感染の恐れとなるタオルやブ
ラシを共用としていないか。

保健所・府等への報告（同一の感染症・食中毒による（と疑われる）死亡
者・重篤患者が1週間以上に2名以上発生した場合、同一の感染症・食中毒
による（と疑われる）患者が10名以上又は入居者の半数以上発生した場合
等）

１１．衛生管理

１０．サービス
提供・料金

大阪府有料老人ホーム設置運営指導指針に基づく自主点検表

チェック項目

健 康 管 理

安 否 確 認
・ 状 況 把

握
・ 生 活 相

談

清　　　　掃

洗 濯

共用部分が清潔に保たれているか。廊下に備品等が置かれていないか。
浴室・トイレ等に誤飲の恐れとなるハイター等の劇薬等が置かれていない
か。

清潔・不潔を明確に分けているか。オムツや洗濯物等の清潔品をむき出し
にしていないか。
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№６

できている 一部できている できていない 該当なし

事例の有無 □ □ □ □

代 替 策
の 検 討 等

□ □ □ □

帳簿の記録 □ □ □ □

事例の有無 □ □ □ □

対応状況等 □ □ □ □

防止策の対策
検 討 状 況

□ □ □ □

その他掲示物
虐 待 通 報 窓

口
□ □ □ □

介 護 保 険
サ ー ビ ス

□ □ □ □

医 療 機 関 □ □ □ □

１５．マニュア
ル

マニュアル
の整備状況

□ □ □ □

研修計画等 □ □ □ □

研修実施状
況

□ □ □ □

家族との交
流

□ □ □ □

地域との交
流

□ □ □ □

イベント開
催 状 況 等

□ □ □ □

広 報 活 動 □ □ □ □

法 人 の
経 営 姿 勢

□ □ □ □

評 価 □ □ □ □

□ □ □ □

１８．その他

パンフレット、ホームページ、募集広告等は適切か。実態とかい離のない
正確な表示か。誇大広告や入居者に誤解を与えるような表示となっていな
いか。

運営方針、コンプライアンスに問題がないか。
職員の健康管理（メンタルヘルスを含む）の確保に努めているか。
働きやすい職場づくり、効率・効果的な運営（キャリアパス制度の導入、
労働環境改善、ＩＣＴの導入等）に努めているか。

自主点検を行っているか（年2回以上）。第三者評価の受審に努めている
か。

マニュアルの整備をしているか。（身体拘束廃止、虐待防止、災害（火
災・地震・風水害）対策、防犯・安全対策、感染症対策、食中毒対策、事
故防止、苦情処理等）

１６．研修状況

年間を通じた計画を作成しているか。（初任者、人権、身体拘束廃止、虐
待防止、感染症対策、食中毒対策、事故対応等）
個人の態様（アセスメント、モニタリング）、入居者のプライバシー（入
浴、排せつ等）に配慮するよう指導しているか。
各職種の役割の特性、連携・情報共有の重要性について指導しているか。

定期的に実施しているか（回数・内容・参加者数等）
大阪府が実施する研修・外部で開催される研修への参加の有無（有・無）

１７．交      流

交流・情報提供の回数・内容等

地域のイベント等への参加・自治会等の加入・内容等

イベント開催、情報誌（生活状況）の発行の回数・内容等

１３．虐待防止

事例の有無（例：暴行、暴言、減食、長時間の放置、財産侵害等）事例・
改善策等を職員間で共有しているか。

虐待の内容を正確に記録しているか。適正に保管しているか。府・市町村
等へ報告しているか。

職員会議等で、定期的に虐待防止のための啓発・周知等を行っているか。

　所在市等の窓口を、見やすい場所に掲示しているか。

１４．外部サー
ビス

　介護事業所の選択を制限していないか。
　近隣の事業所・複数の事業所を紹介しているか。
　施設のサービスと介護保険サービスは明確に区分されているか。

　連携医療機関等の選択を制限していないか。
　医療機関に入居者を紹介し、報酬を得ていないか。

大阪府有料老人ホーム設置運営指導指針に基づく自主点検表

１２．身体拘束

チェック項目

事例の有無（例：4点柵、腰ベルト、つなぎ服、ミトン）事例・改善策等
を職員間で共有しているか。

代替策等の検討等の3要件（切迫性・非代替性・一時性）を満たしている
か。身体拘束廃止委員会・ケ－ス検討会議を開催し、組織的に検討（拘束
の廃止、改善策）しているか。

身体拘束の内容（目的、理由、拘束の時間帯、期間（最長で1カ月、入居
者の心身状況、緊急やむを得ない理由等）を正確に記録しているか。家族
等の同意書を徴取しているか。適正に保管しているか。
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◆資料42　自主点検表（鹿児島県）
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（一部抜粋）
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（4） 集団指導

事業者に対する集団指導は、個別に事業者の指導を行うものと違い、事業の問題点や自治体の指導方
針等を一度に伝達できる場として有効な手段であり、厚生労働省の標準指導指針において設置者に対
する指導方法の1つとして示されている。

これを実施している自治体は平均して毎年開催しており、対象事業者を「有料老人ホーム及びサービ
ス付き高齢者向け住宅」とするものが平成30年調査では54.5％と最も多く、これに届出促進の観点で未
届有料老人ホームを加えるものが21.8%と続く。都道府県が開催する集団指導においては、市町村へ
のノウハウ供与の観点から当該職員の出席を求めるものもある。

実施テーマとしては、事業関係法令や設置運営指導指針の説明、立入検査の実施方法、事業リスク関
係、等が多く採用されている。

また、集団指導に参加しない事業者への対応方法としては、配布資料の送付、自治体ホームページで
の資料公表を行う、等の取り組みが見られる。

指導監督方針の周知、設置者のコンプライアンス、等の観点で、文書通知に留まることなく対面で多
くの設置者に必要な内容を説明する場として集団指導は有効な手段である。

〇過去3年以内の実施	 ある　48.7％

◎集団指導の実施頻度	 平均2.1年に1回実施。
〇対象事業者	 有料のみ　　　　　　　　 9.1％
	 有料＋サ高住　　　　　　54.5％
	 有料＋未届　　　　　　　 0.0％
	 有料＋サ高住＋未届　　　21.8％
	 有料＋サ高住＋未届＋他　 3.6％
	 有料＋サ高住＋他　　　　 3.6％

〇1回あたりの参加事業者数　事業者の全数　90.9％
	 事業者の半数　 0.0％
	 その他　　　　 7.3％

※その他の内容
・届出済有料とサ高住は新規開設事業者、未届は全事業者が対象
・前回講習会後に開設したホーム、これまで未出席のホーム
・住宅型及び特定施設入居者生活介護事業者
・有料とサ高住で開催日を分けている
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集団指導のテーマとしては、以下のような例がある。事業運営に関する個別テーマのほか、特に前年
度の立入検査や指導監督の結果を設置者に周知し、同様の指導を受けないようにする取り組みは効果
的である。

1 有料老人ホーム制度の概要
2 関係法令、制度改正内容
3 指導指針の適正な運用
4 前年度立入検査実施状況及び今年度実施方針
5 事業者への指導監督結果
6 衛生管理
7 感染症対策
8 非常災害対策
9 事故報告
10 労働法関係
11 メンタルヘルス　
12 高齢者虐待防止への取り組み
13 有料老人ホームの適正な運営
14 苦情処理体制

また、集団指導に参加しない事業者への対応も重要であり、近年では不参加者に対し立入検査を実施
することとする自治体が増加傾向にある。

1 資料を送付する。
2 不参加理由を確認したうえで資料を送付する。

3 市のホームページより各事業者が資料を印刷し持参する形式をとっているため、欠席者に対
し資料を送付する等の対応はしていない。

4 窓口で資料を手渡しし、概要を説明する。
5 ホームページに資料を掲出し、メール等で周知する。
6 ホーム内での伝達研修を実施させ、研修記録の提出を求める。
7 補講を実施し、補講にも参加しない場合は実地指導を検討する。
8 次年度の立入検査の対象とする。

他方で、集団指導を実施していない自治体の意見には、指導監督部局の体制の問題や、立入検査で足
りている、とする意見、中には、指導内容は指導指針に記載されているので実施の必要がない、といった
認識も見られる。

しかし、設置者に有料老人ホームの適切な運営を求める上では、指導指針の内容を理解してもらい、
立入検査による指導結果を伝える上で、集団指導は効率的な手段であるため、未実施の自治体は積極的
に検討されたい。

なお、全国有料老人ホーム協会では毎年、各自治体の要請に応じテーマ選定の協力や講師派遣を行
い、また平成30年度からは集団指導事業の企画・運営・管理の一括受託を開始しており、円滑な集団指導
の実施を支援できるため、必要に応じて適宜活用されたい。
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2　指導上の留意点　　　　　　　　　　　　　　　　　　※H30.4 厚生労働省・標準指導指針
（7）有料老人ホームに対する指導

②集団指導
有料老人ホームに対する指導として、個別の有料老人ホームへの立入調査のほか、必要に応じ

て、複数の事業者を一定の場所に集めて講習等を行う集団指導を適宜実施されたい。
集団指導に当たっては、講習の内容に応じて事業者を選定し、あらかじめ集団指導の日時、場

所、出席者、指導内容等を文書により事業者に通知した上で、指導指針の内容、制度改正内容及び
過去の指導事例等について講習等の方式で行う。

その際、届出を行っていない有料老人ホームに対しても集団指導に参加するよう働きかけるこ
と。また、集団指導に欠席した事業者に対しては、当日使用した資料を送付する等、必要な情報提
供に努めるものとする。

◇資料43　平成30年度「高齢者向け住まいの質向上セミナー」（大阪府）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P170
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◆資料43　平成30年度「高齢者向け住まいの質向上セミナー」（大阪府）

TEL

URL

300m

500m

1,200m

JR 850m

5
( )

- -
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（5） その他の指導監督効率化への取り組み

①サービス第三者評価

その他の指導監督の効率化に資する取り組みとして、「サービス第三者評価」の活用がある。これは
日常的な指導監督を補完するものであり、コンプライアンスに加え、サービスの質の向上を目指してい
るかどうかの検証が可能となる。

現在、４自治体において第三者評価の受審を努力義務として指導指針に規定するなど取り組んでい
る。

このうち東京都は、有料老人ホーム（介護付有料老人ホーム）の指導検査対象について、福祉サービス
第三者評価を受審していない施設、又は当該評価結果において問題がある施設を考慮の上選定してい
る。また、区市町村が受審経費の補助を行う際に、間接補助を行っている。

平成30年調査結果
〇サービス第三者評価の実施	 している　　 3.5％
	 していない　96.5％

(上記で取り組んでいると回答した自治体）
〇制度の指導指針への規定	 ある　　　　75.0％

なお、全国有料老人ホーム協会でも会員向けにサービス第三者評価制度を実施しており、指導指針に
受審勧奨規定を置く、事業委託を行う、等について取り組む場合は問い合わせていただきたい。

②その他の取り組み事例

●指導の平準化を図るため、指導担当職員の事業所指導用の調書を別途作成している。
●�指導を行う職員同士で、指導に行く前日までに、前回指導内容の確認、今回、特に確認すべき内容等

について、事前打合せを行うとともに、役割分担等を明確にしている。
●実地指導の基礎資料とするため、年1回、施設概要の作成を依頼している。
●�「入居希望者・事業者向け入居契約チェックリスト」の紹介、「有料老人ホーム質向上セミナー」の開

催。
●�近い将来発生が予想されている南海トラフ地震や、近年多発している大雨等による自然災害の被

害を想定し、非常災害時の備蓄食の確保や想定される被害に応じた避難確保計画の作成や訓練の
実施を指導している。

●�管理業務効率化のためエクセルを用いた台帳を作成（平成28～29年度）、システム化（平成30年
度）。

●集団指導を効果的な内容とするため講義内容を含めた企画やその実施を委託（平成30年度）。

3　指導監督業務について 171


	h1-2_0320.pdf
	実態調査研究事業報告書_0320
	h3-4_0320

